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法人香川ニュービジネス･サポート協会を設立し12 月末認証を得た。最短の約 2 ヶ月
後のことである。 
第 1回フォーラムは、12月半ばに「四国エンジェルズ・フォーラム in香川」の開催












 今回、東京で全国 NPO 法人設立総会を開催し、全国連合をはかりながら、平成 14








 第 1部 起業化による地域経済の活性化 
序 章 










































































































































































































































   
２－３ 「場の情報」の副次的作用と効果 
























































































































































平成 13年 10月 5日設立総会を開き、同年 10月 22日香川県に NPO法人の申請を


















ウ  ネットワーク推進による普及啓発活動   
エ  上記活動を促進、支援するための場所等の提供、業務補助 
（２）収益事業 
ア  ベンチャービジネス企業の販売促進における企画・立案 













３－２－１ NPOと NGO、及び定義について、 
 























































































































３－３－３ 増大する NPOの資金需要と需要例 
 
事業費・活動経費 77.1％、人件費 5.8%、事務局運営費 5.4%、事務所維持費 2.5%、
その他 9.2%となっている。 
 NPOの収入内訳について、寄付・会費等が 41.2%で最も多く、次いで公的補助 17.2%、 
NPOの支出内訳（内閣府 2001年市民活動レポートより） 

















































































































 「新しい公益」の考え方   
 
 










































































































































































































































































平成 14 年 2 月内閣府、四国経済産業局主催「四国産学官連携サミット」に始まり、
「産学官連携推進委員会」が発足し、全国 1、000 社の起業創造を目標数値と掲げ、3
年間に達成するという創業支援体制がスタートしたのである。そのうち四国は弘法大



























































































































図１            地方発全国展開企業の育成 
 
                 全国展開
      地域小企業  地域中堅企業  地方発全国企業   地方発大企業 
 
                     北条  サイボーズ ジャストシステム 
                      2000年
           5億円   10億円       100億円     売上 
                     
                       例外            
             多くの四国企業 
      北条          





































































































































































































































































































































































各大学の共同研究実績  （単位：百万円） 
             徳島大学   愛媛大学  香川大学  高知工科大学 
 共同 平成 10年度  38件（47）  29件（30）  34件（35）  6件（21） 
研究  〃11年度  38件（45）  45件（88）  30件（36）  7件（42） 
    〃12年度  74件（192）  49件（120） 33件（40）  10件（23） 
 
受託   10年   55件（169）  46件（148） 12件（17）  18件（117） 
研究   11年   79件（297）  50件（189） 15件（53）  30件（138） 
     12年   89件（520）  56件（250） 27件（107） 35件（157） 
 
奨学   10年   754件（633） 730件（568） 98件（10.5） 27件(19) 
寄附   11年   808件（851） 731件（583） 147件（29.3） 36件（35） 
金    12年   883件（715） 827件（642） 167件（38） 38件(50) 
 
科学   10年   375件（730） 237件（342） 51件（53）  30件（57） 
研究費  11年   374件（898） 224件（495） 41件（63）  39件（61） 








































































        （単位：件、平成14年2月6日現在） 
  徳島大学 愛媛大学 香川大学 高知工科大学 
譲渡相談 28 16 15 2 
特許出願前 27 14 14 1 
特許出願済 1 2 1 1 
譲受決定 22 7 7 0 
検討中 2 5 7 1 
 
断念 4 4 1 1 
特許出願 12 4 4 0 












































設 立 平成 11年 8月 














設 立 平成 12年 4 月 










  業 況 等 
 
 








































































２．ニッポン高度紙工業（株）（高知）  13,222,801千円 
 電解コンデンサ紙及び電池用紙等の電器絶縁紙の製造販売 
３．（株）ジャストシステム（徳島）   15,619,577千円  
コンピュータソフトの開発・販売・コンピュータネットワークによる情報サービス等 































２．セシール・正岡道行社長   132,361,796千円  
３．タダノ・多田野栄社長     58,184,000千円 
４．アオイ電子・大西通義社長   32,103,924千円 
５．穴吹工務店・穴吹英隆社長   2,555,717千円 
６．日プラ・敷山哲洋社長     1,502,000千円 
７．キャスコ・鎌田利彦社長    1,159,687千円 
８．ヒューテック・平田喜六社長   510,437千円 














































ウはそれに追随を許さなかった。39年 3億 2、700万円、40年 5億 5、800万円、41
年 9億 2、000万円。ライバルが 39年から出現、これは製品の確かさを実証する証で
もあった。 



























冷凍食品の成長期は 40年から 45年の 5年間である。成長は生産数量の伸び率を見る
と 5．5倍の伸び率となっている。年率５６％という業界伸び率は冷凍野菜を含む食品
の驚異的な売上増となった。 


































40年代前半を見ると、45年 32億円５１％平均売上高年率、46年 56億 9700万円７
６％、47年 78億 5800万円３８％、48年 122億 8000万円５６％、49年 173億 3200















































第７章 発展の可能性の究明と分析  
今、なぜ、日本では『起業なのか』  
 
７―1 戦後の日本の経済  
 
























MIT の著名な科学者 (Jay Forrester)からも、認められた。そして、この分析では、現





































れると図７ -2 の通りとなる。  
 




分析を表７ -1 に掲げた。  
 
表７ -1 戦後日本のコンドラチェフサイクル１周と２周の相違点  
 
項目  1945~1995 1995~2045 備考  
エンジン  IT 技術   
電力・エネルギー  人ｹﾞﾉﾑ（製薬、健康）   技術  
電気・通信  遺伝子組み替え   
道路   
鉄道   
必 要 な
社 会 施




経済  オールドエコノミー  ニューエコノミー   
背景  開発  環境保全   




















































表 1 各県都の人口推移                    単位：人  





























表２ 県庁所在市への人口集中                単位：％  








































７－５ 四国内の交流  
 









































































４）．アオイ電子・大西通義社長      
 
























９）．宮脇書店・宮脇富子社長、     
 全国に書店を 300 店舗持ち、紀伊国屋書店に次ぐ全国２位の書店である。首都圏に
拠点事務所と本屋を構える紀伊国屋の 100 店舗に対し、宮脇書店は首都圏を除く地方


























８－１－１ 香川における最近の景気・雇用情勢  
 




雇用関係（有効求人倍率）については、10 月は 0.82 倍でこれは全国 2 位であるが  
依然低い水準（平成 14 年 10 年 5 月以降 1 倍を割る）。特に、年齢、職種により大き
な差が生じている。次に、生産関係（鉱工業生産指数）は増減を繰り返している。
不安定な状況が続き、全国に比べ低い状態が続いている（県：82.8、全国：98.0（H14.9）。 
一方、設備投資（日銀短観、設備投資 BSI）を見ると、前年を下回っているが、上  
方修正の動きがある。さらに、個人消費関係（大型小売店（既存店）販売額）につ




















































香川 全国 香川 全国 香川 全国 香川 全国 
H10 0.88② 0.50 △9.4 △7.2 △6.5 △4.4 38.7 15.3 
H11 0.75⑥ 0.49 △3.4 0.8 △5.5 △4.3 △12.9 △19.1 
H12 0.86⑧ 0.62 6.3 5.8 △0.7 △4.6 △11.7 22.3 
H13 0.82② 0.56 △4.6 △7.8 △3.9 △3.0 15.9 2.1 
H14．
１ 
0.76② 0.51 △0.7 △0.1 △6.4 △2.1 7.1 10.7 
2 0.75② 0.50 △4.2 1.2 △5.6 △4.7 15.4 12.7 
3 0.77① 0.51 3.0 0.8 △2.0 △1.4 15.4 8.8 
4 0.74③ 0.52 2.0 0.2 △1.4 △2.0 47.7 7.1 
5 0.77② 0.53 △1.1 4.1 △2.2 △1.6 55.8 6.5 
6 0.78② 0.53 △7.0 △0.2 △2.0 △0.5 42.2 4.6 
7 0.80② 0.54 12.0 0.1 △6.7 △5.7 47.8 5.7 
8 0.81② 0.54 △5.4 1.4 △1.7 0.1 43.4 5.2 
9 0.79② 0.55 △3.2 △0.1 △0.9 △0.5 36.0 3.8 
























              （出典：香川県）  
 






② 香川の経済対策の総額は、119 億円（事業費ベースは約 153 億円）経済効果 270
億円を見込んで取り組んでいる。  
③ 県は当初見込みより 100 億円近くの税収減が見込まれる厳しい経済環境の中で、
これまでの公共事業中心の経済対策はもう限界で困難な状況である。財政難での工
夫をした事業量確保に配慮しつつ、観光、新産業育成、雇用などソフト中心の対策




















県では１ /２、上限つき）。  
 
８－２  「当面の経済活性化対策」  
 
８－２－１ 新規・成長産業の創出・育成  




・補助率 ２／３、    ・補助金 ５百万円～３０百万円  
・補助機関 ３年まで継続可能である。  
  ② ガレクチン９の研究開発  



















（リース制度） 期間…１０年以上２０年未満、料金…200 円／㎡  





８－３ 地域企業の経営安定・活性化の促進  
 
（1）雇用拡大を図る中小企業に対する新たな融資メニューを創設する。  
・融資枠   ９億円、  ・融資金額  ３千万円以内  





























































































































水準 構成比 水準 構成比 水準 構成比
総数 238,938102.4100.0 238,439102.2100.0232,891 99.8 100.0
建設業 22,411 101.5 9.4 22,660102.6 9.5 24,101 109.1 10.3
製造業 25,449 99.2 10.7 24,818 96.8 10.4 22,279 86.9 9.6
運輸業・通信業 5,363 101.9 2.2 5,651 107.4 2.4 5,906 112.2 2.5
卸売・小売業、飲食店 118,206 101 49.5 113,728 97.1 47.7 106,942 91.3 45.9
金融・保険業 3,568 107.5 1.5 3,794 114.3 1.6 3,906 117.7 1.7
不動産業 6,269 114.3 2.7 7,377 128.4 3.1 7,597 132.2 3.3
サービス業 55,712 106.5 23.3 58,824112.5 24.7 60,500115.7 26
主要産業別事業所数（民営、徳島県）
1986 1991 1996
水準 構成比 水準 構成比 水準 構成比
総数 47,809 102 100.0 47,401 101.2 100.0 46,390 99 100.0
建設業 4,716 100.1 9.9 4,701 99.8 9.9 4,946 105 10.7
製造業 5,429 98.4 11.4 5,067 91.8 10.7 4,642 84.1 10
運輸業・通信業 929 105 1.9 957 108.1 2 998 112.8 2.2
卸売・小売業、飲食店 23,631 100.5 49.4 22,582 96.1 47.6 21,102 89.8 45.5
金融・保険業 645 106.8 1.3 678 112.3 1.4 708 117.2 1.5
不動産業 1,229 112.4 2.6 1,488 136.1 3.1 1,556 142.4 3.4
サービス業 10,926107.3 22.9 11,665 114.6 24.6 12,095 118.8 26.1
主要産業別事業所数（民営、香川県）
1986 1991 1996
水準 構成比 水準 構成比 水準 構成比
総数 59,018 102.2100.0 59,784 103.6 100.0 58,827101.9 100.0
建設業 5,501 99.3 9.3 5,608 101.3 9.4 6,055 109.4 10.3
製造業 7,762 99.2 13.2 7,545 96.5 12.6 6,672 85.3 11.3
運輸業・通信業 1,271 94.7 2.2 1,425 106.2 2.4 1,532 114.2 2.6
卸売・小売業、飲食店 27,986101.2 47.4 27,432 99.2 45.9 26,006 94 44.2
金融・保険業 885 105.2 1.5 960 114.1 1.6 1,017 120.9 1.7
不動産業 1,731 115.8 2.9 2,031 135.9 3.4 2,186 146.2 3.7
サービス業 13,422 107.3 22.7 14,347 114.7 24 14,932 119.4 25.4
主要産業別事業所数（民営、愛媛県）
1986 1991 1996
水準 構成比 水準 構成比 水準 構成比
総数 82,344103.6100.0 83,016104.5 100.0 81,106102.1 100.0
建設業 7,646 106.9 9.3 7,893 110.4 9.5 8,473 118.5 10.4
製造業 8,294 102.3 10.1 8,388103.5 10.1 7,494 92.4 9.2
運輸業・通信業 2,186 105.9 2.7 2,291 110.9 2.8 2,327 112.7 2.9
卸売・小売業、飲食店 40,434 101.5 49.1 39,058 98 47.0 36,772 92.3 45.3
金融・保険業 1,301 109.1 1.6 1,396 117.1 1.7 1,426 119.6 1.8
不動産業 2,314 120.1 2.8 2,584 134.1 3.1 2,625 136.2 3.2
サービス業 19,589 106 23.8 20,831112.8 25.1 21,403 115.9 26.4
主要産業別事業所数（民営、高知県）
1986 1991 1996
水準 構成比 水準 構成比 水準 構成比
総数 49,767 100.8100.0 48,238 97.7 100.0 46,568 94.4 100.0
建設業 4,548 97.1 9.1 4,458 75.2 9.2 4,627 98.8 9.9
製造業 3,964 94.4 8.0 3,818 90.9 7.9 3,471 82.6 7.5
運輸業・通信業 977 100.5 2.0 978 100.6 2.0 1,049 107.9 2.3
卸売・小売業、飲食店 26,155 100.4 52.6 24,656 94.6 51.1 23,062 88.5 49.5
金融・保険業 737 108.1 1.5 760 111.4 1.6 755 110.7 1.6
不動産業 1,295 105.3 2.6 1,274 103.6 2.6 1,230 100 2.6













水準 構成比 対四国全体 水準 構成比 対四国全体 水準 構成比 対四国全体
総数 85,304 106.3100.0 35.7 86,829108.2100.0 36.4 85,519 106.5 100.0 36.7
建設業 6,084 105.8 7.1 27.1 6,612 115 7.6 29.2 7,131 124 8.3 29.6
製造業 6,454 99.2 7.6 25.4 6,117 94 7.0 24.6 5,979 87.3 7.0 26.8
運輸業・通信業 1,721 108.2 2.0 32.1 1,861 117 2.1 32.9 1,966 123.6 2.3 33.3
卸売・小売業、飲食店 4,448 104.9 5.2 37.6 43,316 102.2 49.9 38.1 41,188 97.2 48.2 38.5
金融・保険業 1,721 108.1 2.0 48.4 1,848 115.6 2.1 48.7 1,888118.1 2.2 48.3
不動産業 3,814 115.1 4.5 58.1 4,172 125.9 4.8 56.6 4,125 124.4 4.8 54.3
サービス業 20,886110.6 24.5 37.5 22,739 120.4 26.2 38.7 23,377 123.8 27.3 38.6
主要産業別事業所数（民営、徳島市）
1986 1991 1996
水準 構成比 対徳島県 水準 構成比 対徳島県 水準 構成比 対徳島県
総数 17,689 108.2100.0 37.0 18,109110.8100.0 38.2 18,230111.5 100.0 39.3
建設業 1,099 117.7 6.2 23.3 1,240 132.8 6.8 26.4 1,360 145.6 7.5 27.5
製造業 1,765 103.4 10.0 32.5 1,643 96.3 9.1 32.4 1,601 93.8 8.8 34.5
運輸業・通信業 277 116.4 1.6 29.8 294 123.5 1.6 30.7 363 152.5 2.0 36.4
卸売・小売業、飲食店 9,162 105.2 51.8 38.8 8,943 102.7 49.4 39.6 8,635 99.2 47.4 40.9
金融・保険業 339 103.7 1.9 52.6 358 109.5 2.0 52.8 363 110 2.0 51.3
不動産業 782 113.2 4.4 63.6 935 135.3 5.2 62.8 980 141.8 5.4 63.0
サービス業 4,221 114.2 23.9 38.6 4,660 126.1 25.7 39.9 4,885 132.2 26.8 40.4
主要産業別事業所数（民営、高松市）
1986 1991 1996
水準 構成比 対香川県 水準 構成比 対香川県 水準 構成比 対香川県
総数 27,781105.6100.0 47.1 23,063106.9 100.0 38.6 22,900106.2100.0 38.9
建設業 1,769 101.8 6.4 32.2 1,849 106.4 8.0 33.0 2,042 117.6 8.9 33.7
製造業 1,994 99.3 7.2 25.7 1,820 90.6 7.9 24.1 1,634 81.3 7.1 24.5
運輸業・通信業 523 101.2 1.9 41.1 590 114.1 2.6 41.4 625 120.9 2.7 40.8
卸売・小売業、飲食店 11,513 103.1 41.4 41.1 11,254 100.8 48.8 41.0 10,703 95.8 46.7 41.2
金融・保険業 455 108.9 1.6 51.4 484 115.8 2.1 50.4 509 121.8 2.2 50.0
不動産業 920 120.3 3.3 53.1 1,076 140.7 4.7 53.0 1,121 146.5 4.9 51.3
サービス業 5,551 113.7 20.0 41.4 5,932 121.5 25.7 41.3 6,207 127.1 27.1 41.6
主要産業別事業所数（民営、松山市）
1986 1991 1996
水準 構成比 対愛媛県 水準 構成比 対愛媛県 水準 構成比 対愛媛県
総数 23,081108.0100.0 28.0 24,246 113.5 100.0 29.2 23,819111.5 100.0 29.4
建設業 1,792 107.2 7.8 23.4 2,033 121.6 8.4 25.8 2,138 127.9 9.0 25.2
製造業 1,425 102.1 6.2 17.2 1,437 102.9 5.9 17.1 1,291 92.5 5.4 17.2
運輸業・通信業 521 113.5 2.3 23.8 571 124.4 2.4 24.9 588 128.1 2.5 25.3
卸売・小売業、飲食店 12,078107.3 52.3 29.9 12,041 107.0 49.7 30.8 11,559 102.7 48.5 31.4
金融・保険業 490 109.9 2.1 37.7 547 122.6 2.3 39.2 564 126.5 2.4 39.6
不動産業 1,154 120.3 5.0 49.9 1,245 129.8 5.1 48.2 1,145 1194 4.8 43.6
サービス業 5,588 109.1 24.2 28.5 6,333 123.6 26.1 30.4 6,497 126.8 27.3 30.4
主要産業別事業所数（民営、高知市）
1986 1991 1996
水準 構成比 対高知県 水準 構成比 対高知県 水準 構成比 対高知県
総数 21,753 103.7100.0 43.7 21,411 102.0100.0 44.4 20,570 98 100.0 44.2
建設業 1,424 101.1 6.5 31.3 1,490 105.7 7.0 33.4 1,591 112.9 7.7 34.4
製造業 1,270 91.2 5.8 32.0 1,217 87.4 5.7 31.9 1,153 82.8 5.6 33.2
運輸業・通信行 400 106.1 1.8 40.9 406 107.7 1.9 41.5 390 103.4 1.9 37.2
卸売・小売業、飲食店 11,695 103.9 53.8 44.7 11,078 98.4 51.7 44.9 10,291 91.4 50.0 44.6
金融・保険業 444 108.8 2.0 60.2 459 112.5 2.1 60.4 452 110.8 2.2 59.9
不動産業 958 106.4 4.4 74.0 916 101.8 4.3 71.9 879 97.7 4.3 71.5



































































































































































徳島県 - 241106 85 432 64 141 94 27 30 555 987
香川県 473 - 747358 1578133173 79 89 2121,1792,757
愛媛県 92 299 213 604142149 48 173 43 1,1161,720
高知県 91 120184 - 395 58 73 17 27 34 445 840
四国 10.410.516.410.447.76.38.53.8 5 5.1 52.3100.0
徳島県 - 24.410.78.6 43.76.514.59.52.7 3 56.2100.0
香川県 17.2 - 27.113 57.34.86.32.93.27.7 42.8100.0
愛媛県 5.317.4 - 12.435.18.38.72.810.12.5 64.9100.0
高知県 10.814.321.9 - 47.06.98.72.03.24.0 53.0100.0
四国 100.01 0.01 0.01 0.0100.01 0.01 0.01 0.01 0.01 0.0100.0100.0
徳島県 - 36.510.213 14.416.1.26.39.58.59.4 16.8 15.7
香川県 72.1 - 7254.652.433.532.33.28.266.535.8 43.7
愛媛県 1445.3 - 32.520.135.827.820.254.713.533.9 27.3





































NPO の存在を重視し始めている。一般的に NPO と NGO は国際的にはほぼ同義で使
われている。国際協力・支援には NGOが多く使われている。一方、NPOは国内で町















ある。日本 NPO 学会の調査によると、NPO 法人には年収一千万円未満も五千万円以















一方、NPO の研究が大学機関で取り入れられている。平成 14 年度の授業を NPO
で実施している大学もある。筆者もまた同様に NPOの授業を行っている。また大学研
究者による大学発 NPO 設立が相次いでいる。愛媛大学医学部教授から相談を受け、




























名  称    代表者と設立時期       目  的 
 76
失敗学会    畑村洋太郎工学院大  自己などの失敗事例失敗を 
        教授 2002／12     防ぐ方策を追求 
ヒュマンウエ    福田敏男名古屋大   ロボットなど先端技術を環境保全や 
アネットワーク   教授 2002／9     町づくりなどに活用 
推進機構 
  ウエアラブル   板生清東京大学    人間など動くものを情報ネットに接続す 
環境情報ネット  教授 2000／8     る
推進機構 
  大学宇宙工学   八坂哲男九州大学    大学や高等専門学校の衛 
コンソーシアム   教授 2003／初    やロケット打ち上げを支援  
  糖質バイオクラ  香川大学医学部     「ガレクチン９」 
  スター       平島光臣教授     ㈱ガルファーマー  
            奥谷康一名誉教授   「グリコサミニグリカン」糖質 
                        シーバイオン設立 
  食品治療薬研究所 吉村 愛媛大学医    食品煮含まれる有効成分の科学的 
医学部教授 2002／9    NPO設立 
  IT携帯端末地図  香川大学工学部 
垂水浩幸教授      ㈲スペースタグ 
  地域結集型共同研究 高知工科大学      「次世代情報デバイス用薄膜ナノテ
平木昭夫教授       クノロジーの開発」 
 
NPO法人   山本慶子香川短期   地域活性化のための町つくり 
かがわニュービジネス  大学教授 2001／12  ベンチャー支援に活用   
サポート協会 
（日本経済新聞 2002/12/30参考に作成） 
１０－３ NPOの現状  
 






















































 有給 無給 合計 
常勤 1．4 0．7 2．1 
非常勤 1．7 1．8 3．5 









































学生 その他 無記入 無回答 計 
スタッフ 31.2 25.9 22.7 5.4 1.7 17.7 21.9 4.7 100.0 





























参加してみたいとは思わない 34.9 34.9 








未経験者 これまでにしたことはない 68.7 68.7 




ボランティアの 1ヶ月の動員数は述べ 48人（１団体当たり平均） 
・正会員 114 人に比べてボランティア動員数は少なく、全会員が毎月頻繁に参加する

















企業・自営業者・経済団体等との交流・連携・協働（過去 2 年以内） 
・交流・連携・協働の有無と内訳 
企業とのパートナーシップがあるＮＰＯは、全体の 6 割である。関係のある企業
を規模別にみると自営業者・中小企業が 6割を占め、大企業は 2割に留まる。 
 
行政機関（外郭団体含む）との交流・連携・協働について（過去 2 年以内） 
・交流・連携・協働の有無と内訳 
行政とのパートナーシップがあるＮＰＯ派、全体の 7 割である。関係のある行政










































































































                           挫折③ 頓挫④
                        頓挫③ 
・                挫折② 
挫折① 頓挫② 
    頓挫①  
 
   過程①      過程②      過程③       過程④ 
   
   計画段階     実施 個人企業  初期発展段階   NPO発展段階 
   ペーパー企業    個人企業      中小企業     大企業へ       








b. 外部要因  に分類できよう。 
この要因をまとめると、 
 
            表 起業成功と挫折の分類 
 経済システム 社会システム  備考 



















       (表) 
 
 金融システム 企業主要株主 
日本 間接システム 企業や銀行 
米国 直接システム 個人、銀行の企業株式の保有は禁止 
 
 
    企業の資本調達の日米の相違は下記の通り。 
     
  米国（直接金融） 
      起・企業              個人投資家 
 
      日本（間接金融） 
      起・企業      銀行       個人投資家 
              郵便貯金 
  

















































  ×   ×   ×  △ △  ◎ 
第二創業   △   ○   △  ○  ○  △ 












































































































































そして同クラスターは 3年間に新規公開企業を 15程度送り出し、売上高を現在の 1.5
倍（情報産業の場合）に増やすことを目指している。昨年春以降、すでに 5社が株式公





































テネシー州ナッシュビル 先端医療、病院経営 バンダービルド大 





















































米国ベンチャービジネスの企業数は 1950年には 1日に 1800、1960年は 4000、1983












































































































































































































































































































































































































企業の発展と戦略の組織の研究で著名なMIT の経営学者 Alfred. D. Chandler が、彼の名
著と言われる「Strategy and Structure で言う Entrepreneur（起業家）」である。彼は企業
家を次のように考えている。“The executives who actually allocate available resources are 
then the key men in any enterprise. Because of their critical role in the modern economy, they 
will be defined in this study as entrepreneurs. In contrast, those who coordinate, appraise and 
plan within the means allocated to them will be termed managers. So entrepreneurial decision 
and actions will refer to those which affect the allocation or reallocation of resources for the 
enterprise as a whole, and operating decisions and actions will refer to those which are carried 


















定版とも考えられる“Intrapreneuring in Action,1999”に Understanding innovation in 
large organizations begins with under-standing the role of the intrapreneur. 
Intrapreneur is short for intra-corporate entrepreneur. Within anorganization, 
intrapreneurs take new ideas and turn them into profitable new  realities. 
 Without empowere intrapreneurs, organizations don't innovate. 
ここにおいて何が力かが問題である。Druckerの”Every organization ----not just business 








一般論として Innovationに必要な事項は次の 5つの項目であると言われている。 
① アイデア ②タイミング ③起業家 ④資金 ⑤遂行する人々、だという。 
 これらの５項目を個人や少数の人々がやりとげることは極めて難しい。そこで、組織
的な取り扱いが必要だとするものである。特に、Pinchotは一般のベンチャーキャピタ
リストは ”I’d rather have a class A entrepreneur than a class B idea than a class A idea with a 














・Interpreneur ：は Entrepreneur と全く同じであるが、当初のスタートが、ある組織に
属し、その組織の環境（理念、目標、手段）に依存して、発生したもの。一般的には組
織内起業家と言われる。一般的には Entrepreneur は欧米における一般的な方式で 
・Interpreneur は日本的な方式と言われている。 
 
13－3．Entrepreneur と Interpreneur の比較 
 
Entrepreneur と Interpreneur を比較して図示すると下図の通りとなる。 
 
                                                      
 ①Entrepreneur                           ③ Enterprise 
 
 
・―                                                               
 
②Intrapreneur        組織内 Context   
                    
 
                        新規事業           
  Entrepreneur  分社化 
   







13－4 Entrepreneuおよび Intrapreneurとイノベーションの関係 
 

















         図 13-4  持続技術革新と分裂技術革新の衝撃  
  
図の各 Stepを Entrepreneurおよび Intrapreneur説明すると下表の通りとなる。 
表 13-1  Entrepreneurおよび Intrapreneurと持続技術革新と分裂技術革新 
 
 
Step  Entrepreneur Intrapreneur 
Step １ Entrepreneurで Disruptive(分列型) 
革新を行う 
◎  
Step ２ 新しい概念、方向で継続的発展へ ○ ○ 
Step ３ 継続的発展で、躍進  ◎ 
 
   
 製品の機能品質                             
                              持続技術による進展 
                                                市場の最終要求高品質 
 
                               持続技術による進展   市場の最終要求高品質       
                                                          Step3 
  
       分裂型技術革新           Step2         
              Step１ 
 108 
13－5．Bill Gate の三段跳び（Hop，Step ＆ Jump） 
 










＆ Jumpの三段階を経て、発展したと分析されている。   
 
                                              Enterprise 
  
 
    
  
       
                             “Jump” 
                          
     “Step” 
  
          Intrapreneur 
 ・“Hop”    
    Entrepreneur 
   

























                         Innovator                    Champion 
 
                        図 13-6． Intrapreneurの３要素 






     


















































            
独立型 





  小企業→大企業  
チャンドラー 
 
             ＜第 3 の山本理論＞   
            既存企業から業態転換を図る 第二創業型 
 
   
 






























































② William Ouchiによる Z理論の提唱 








































































表 1４ マネジメントからみた、日本の会社と米国の会社（その１）－企画 
    日本の経営     米国の経営 
①長期指向による。 
②稟議制の採用で多数意見の一致による 
















  下の組織に流される。 
③ 意思決定は素早く行われるが、決 
定事項の実施には長時間かかり、 
  しばしば譲歩や次善の策が取られる。 
④ 特定の人間に意思決定権と責任が 
  賦与される。 
⑦個人の目的は明確である。 
⑧運営上の決定は戦術的である。 
   筆者によるキー・ワード（一語による特徴の表現 
    日本の経営     米国の経営 
















































  表 1４-2 マネジメントからみた、日本の会社と米国の会社（その２）―組織 





















  こなわれる。 























































表 1-3 マネジメントからみた、日本の会社と米国の会社の比較（その３）－人事 































  社の専門的部署での専門化となる。 
⑫つねに、失業の可能性がある。 
   筆者によるキー・ワード（一語による特徴の表現） 
   日本の経営    米国の経営 

































   表 14 マネジメントからみた、日本の会社と米国の会社の比較－指揮 
    日本の会社     米国の会社 
① 指揮者は世話役であり、グループの 






















    筆者によるキー・ワード（一語による特徴の表現） 
    日本の経営     米国の経営 























 この根本的な背景の差の存在を知れば、表 17-5 の日・米の企業経営における、管理
の面の差の理解は容易である。 
 
表 14 マネジメントからみた、日本の会社と米国の会社の比較－管理 
    日本の会社     米国の会社 
①管理は同僚による。 
②管理の対象はグループの仕事に焦点 













     筆者によるキー・ワード（一語による特徴の表現） 
    日本の経営     米国の経営 

























































えば、IBM. Hewlett-Packard、Eastman Kodakや Procter＆ Gamble）はこの A型経営組織
をとっていない。むしろ、この A型経営方式から品種改良された経営方式を使ってい
るとみるべきで、かなり、この Z型に近い物が採用されている。 
                                                                                                        
    











                                                               William Ouchi 
                                                               による折衷   
                                                               (1981)                                                                
              図 1-1  Z型経営組織                                                           
 









































のベンチマーキングの方法の日米の比較は下図の通りである。                                                          
 
                       1970                                1980
                        
                                                      体系化されたシステムと 
日本   製品・品質・                                    して導入、戦略、業績 
        機能の比較                                       ﾌﾟﾛｾｽ､ﾘｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ 
 
                 
米国      ゼロック         消費者        1980年代前半          戦略ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞ 
           ス社米国       サイド         戦略・ﾌﾟﾛｾｽ          ﾌﾟﾛｾｽﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞ 
            に導入          の思考         業績(ﾊﾟｰﾌｫﾏﾝｽ)      業績ﾍﾞﾝﾁﾏｰｷﾝｸﾞ比較                                                                    
             
 











































































































































































































































２．任天堂： 花札からコンピュータゲーム機の開発経緯   




































るが、売上高は 1 割以上伸び、年商 40 億円ほど計上しているという。「中国背生産し
た価格競争は力のある商品をテコに、中長期には年商百億円以上の売上を目指す」（加
藤義和社長）方針である。 
 現在、加ト吉は 2002年 4月から外食店を開業して現地生産商品を提供するなど、海
外での販売を拡充している。今回の事業が軌道に乗れば、欧米諸国でも本格展開する。 




社の決算による特別損失計上などの要因が無く、79.05％増の 61 億 2 百万円だった。
2003年 3月期には新商品の積極投入により、売上高は３．２％増の 2千 2百 5O億円
を見込む。 
















































































































































































＜イメージ図＞   
 






  小企業→大企業  
 チャンドラー 
 
               
 
           既存企業から業態転換を図る  
                第３の説（山本説） 
  









































































































図 17-1     男性社会度と進取性 


















表 17 権威主義度、個人主義度、男性社会度の日米の比較及び東京と香川進取性 
 米国と日本の比較 起業促進度の比較 起業性向 
権威主義度 米国＜日本  米国＞日本 香川＜東京 
個人主義度 米国＞日本 米国＞日本 香川＜東京 









 表 17－２ 権威主義度、個人主義度、男性社会度の東京と大阪の比較と進取性 
 大阪と東京の比較 起業促進度の比較 香川と東京の比較 
権威主義度 大阪＜東京  大阪＞東京 香川＜東京 
個人主義度 大阪＞東京 大阪＞東京 香川＜東京 















































同僚・上司との友人関係や、安定のほうが大切だと考える場合。           
会社の外部より内部にいたほうが、自分のアイデアを実施するための資金獲得が容易で
ある場合。いきなり外に出て自分の財産まで失う危険を冒すより、会社の内部で新事業












































































































































































































































James W. Halloran による「起業家の 20の落とし穴」Why Entrepreneurs Failがあ
る。是を参考に 20項目についてチェックリストを作成した。 
この各項目に 
  完全   ○ 
  中間   ◇ 







1９－２ チェックリスト   
 
落とし穴１  調和しないビジネスの選択              
      個人の満足のためにあまり考えずにビジネスを始めること  
       調和を追及する 
      成功のための個人の特徴                 
 
落とし穴２  非現実的な期待                     
      自分のビジネスのために退社することが経営者を悩ませる 
      予備のビジネス評価                  
       個人の要望を落ち着かせる            
 
落とし穴３  ビジネスプランを自分の都合に合わせない         
      起業家はビジネスプランを自分のために当てにしない 
       良いビジネスプランの構成要素              
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落とし穴４  間違った販売予測の使用                  
       新規小売店の拡大は生産ラインの間違った情報を使っているためである                 
       適切な情報の選択                    
       現実的な販売計画                              
        
落とし穴５  間違った通り（場所）への立地               
     土俵違いの競争 
       立地分析                        
       最適な立地選定                     
       最適な敷地選定                     
       好相性の環境選定                    
       設備の分析                       
       購入か賃貸かの決定                  
    
落とし穴６  賃貸の取り決めはあなたから全てを奪うことができる 
      賃貸代理人対入居人 
      賃貸用語を理解する                  
      賃貸条項と代理条項を理解する            
 
落とし穴７  先を見ていない資金調達                  
      製造業者は近視眼的なローンを組む 
       キャッシュフローを理解する               
       最適な資金源を見つける                        
 
落とし穴８  間違った組織構造を選ぶ                  
      経営者は自らの失敗に税金を払う 
      株主、共同経営者、会社の裏               
       株式会社を組織する                  
 
落とし穴９  目標市場の欠落                           
小売店は間違った市場で販売している 
       目標市場を確定する                          
市場を拡大する                     
 
落とし穴１０ 購買意欲を落とすレイアウトを設計すること        
       間違った場所の間違った売り場に陳列する 
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       設計手法                       
       ためになる販売環境を創造する            
                          
落とし穴１１ 無駄な買い入れコストと効果のない広告         
       起業家は人々をひきつける広告の出し方を学ばなければならない 
       広告計画                        
       有効な意思伝達                     
       広告の一貫性                     
       広告のライフサイクル                  
       経営者の参加                     
      
落とし穴１２ 不適当な販売手法の使用                 
       高圧的な販売哲学は裏目に出る 
       顧客のニーズを理解する               
      販売の要素を訓練する                 
         
落とし穴１３ 利益を落とし、価格を設定する            
       ディスカウンターとの競争 
       利益マージンを守る                 
 価値を理解する                  
        
落とし穴１４ 気まぐれな経営                  
       気まぐれな経営者は 2倍の教育コストを支払わなければならない 
       抜け目のない雇用                  
      従業員への動機付け            
     自分に似ている（方向性が同じ）人々を雇う      
      柔軟な経営                     
      従業員を含めたビジネスの状況を整える        
      刺激を提供する                 
      参加型の経営者になる               
 
落とし穴１５ 利益の生み出さないキャッシュフロー         
       小さな会社の経営者は短期間で高い利益を生み出そうとする 
       懸命な現金の使用                 
       金を正しく配分する               
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落とし穴１６ 外部の会計士がビジネスを運営する           
       財務の知識もなしで財務決定を行おうとする経営者 
       簿記の基礎を理解する               
  記録を保管する            
 
落とし穴１７ 役に立たない計画目録     
       多すぎる供給者が頭痛の種になる 
       最大の利益を計画する   
       購入計画を策定する     
 
落とし穴１８ 無秩序な経営         
       起業家は法人世界からの過渡期を用意することができない 
       代表者任命の重要性        
       経営の職務           
 
落とし穴１９ 拡大への不適切な判断   
       大きすぎるズボンをはく経営者 
       拡大への適切な時期の決定     
       拡大計画               
 
落とし穴２０ 自分の仕事が永久に続くと信じること        
       経営者はできるだけ長く仕事を続けようとする 
       退職計画を考える               
 売却か退職か                  



































































































































































































































の問題といえないか。（日本経済新聞社より資料修正加筆編集）             
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